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包括的支援体制構築に向けた市町村保健センターと他分野の連携に関する研究 
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東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加と地域保健研究チーム 研究部長 

 

【研究要旨】本研究の目的は全国の市町村保健センターの役割や他分野との協働の実態と

課題を明らかにすることにより、包括的支援体制構築の要件を抽出することである。 

研究方法について、平成 30年度は、【研究 1】既存の文献・報告書等を用いた保健センタ

ーの変遷の概観、【研究 2】ホームページ検索による全国の保健センターの設置状況の把握、

【研究 3】全国自治体へのアンケート調査による保健センターの他分野との業務連携の実態

把握、【研究 4・5】好事例へのヒアリング調査によって深掘りをおこない、特に、保健師の

視点から要件を考察した。 

このうち、令和 2 年度は、【研究 2】について、全国市町村による保健センターの情報を

収集し、保健センターもしくはその機能を有する担当部署について、所在地、ウェブペー

ジでの情報提供がある保健センターについてはその URL をまとめた。平成 30 年度に実施

した他分野との連携に関するヒアリング事例の紹介とともに、本研究のウェブページを開

設し、情報提供を行った(第 1章)。次に、【研究 3・4・5】を踏まえて、ヒアリングから抽出

された 17 自治体 20 事例の連携の進め方について、類型化、時系列化した結果、連携を進

めるステップとして、3つのフェーズの中に、8つのステップ、また連携のステップを支え

る 2 つの土台が抽出できた。また、【研究 6】として他分野と効果的・効率的な連携体制が

みられる保健センター事業について横展開を目指し「市町村保健センターの連携機能ヒン

ト集」を作成した (第 2、3章)。 
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Ａ．研究目的 

全国の市町村保健センター及び類似施設

(以下、保健センター)は、個別支援と地域支

援の両面から対人保健サービスの中核を担

う拠点であるものの、その活動実態や課題

については必ずしも明らかではない。こう

した中、平成 25年度に地域保健総合推進事

業により実施された「地域ケアシステムの

構築・推進における保健部門の役割に関す

る調査」では、保健センターと地域包括支

援センター等との連携状況は、自治体によ

り大きな格差があることが示された 1)。 

一方では、少子高齢社会・核家族化の進展

に伴い、住民の健康課題が多様化・複合化

し、従来の公助・共助のみではその対応が

困難になってきた。こうした背景から地域

住民・団体間での連帯・互助・ネットワー

クの醸成等を支援するソーシャル・キャピ

タルの活用のみならず、公助・共助を強化

する策が求められる。つまり対人保健サー

ビス業務を効果的・効率的に遂行するため

の策という視点で、行政職・専門職におけ

る職種間の互恵的ネットワーキングによる

連携策も重視されるべきである 2)。 

しかし、研究分担者の藤内らの全国調査
3)によると住民組織との協働体制を推進す

るために「庁内に横断的な協議組織が設

置・開催されている」との回答は 8.5%に過

ぎなかった。また、市民活動支援課やまち

づくり推進課等の総合的な立場で住民活動

を支援する部署は 44.6%の市町村で設置さ

れているものの地域保健担当部署がこうし

た部署と「常時密に連携している」市町村

は 2.1%と少なく、さらなる連携の必要性が

指摘されている。 

一方、研究代表者は、JST-RISTEX研究助

成により地域包括支援センターを主座にお

き、子ども・子育て、生活困窮者、障害者

の三分野の支援を担う子育て支援センター、

福祉事務所、障害者支援センター等各種事

業所と連携した全国の好事例を類型化して

調査した 6)。 

それらの実績を踏まえ、本研究では、保

健センターを首座においた調査と検討を行

うものである。 

令和元年度は、平成 30年度【研究 2】に

引き続き、全国的に市町村が保健センター

もしくはその機能を有する担当部署（以後、

保健センター）をどのような形で設置して

いるのかを明らかにする。その目的で、市

町村のホームページから保健センターの情

報を収集し、保健センターの設置状況の類

型を把握する。更に、収集した情報をウェ

ブページで情報公開する(第 1章)。 

次に、平成 30年度【研究 3】において全

国の自治体を対象にした調査から、組織と

して連携ができている事例を紹介してもら

う。それにより、好事例のスクリーニング

のための調査データを集計し保健センター

が他部門（行政内外の他部署や民間団体な

ど）と業務連携している状況を調べた。 

それを踏まえて、【研究 4】において、第

一次調査の結果、とりわけ、職種や分野の

壁を越えて、連携が十分なされている保健

センターに対するヒアリングをおこなった。

これにより、他分野連携の好事例を有する

保健センター事業に見られる特徴を明らか

にした。 

健康増進、健康づくり活動における連携

や協働推進は、以前より、諸外国では各種
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理論をもとに提唱されてきている。しかし、

日本における市区町村保健センター（市区

町村保健推進事業）の事例からの、日本の

自治体が実際にどのように連携を進めてい

るかの要件を整理した報告は少ない 

そこで、他分野と効果的・効率的な連携

体制がみられる保健センター事業について

手引書としてまとめることにより効果的・

効率的な連携体制が横展開することを目指

した。(第2章)  

次いで、本研究班で実施した保健センタ

ーを対象に実施したヒアリング内容（令和

元年度研究報告書第4章）から抽出された市

町村保健センターの連携推進のためのステ

ップについて提示したい(第3章)。 

 

Ｂ．研究方法 

 

第１章 全国の保健センターの設置状況の

把握およびウェブページによる情報公開 

(担当：大澤絵里） 

 e-statより、2015年の国際調査をもとに作

成された全国市町村一覧[2018 年 6 月公開]

を基に、google検索にて、「市町村名」＋「保

健センター」をキーワードに、保健センタ

ーの情報を提供しているホームページを検

索した。収集した情報に関しては、本研究

班で立ち上げたウェブページにおいて市町

村ごとの情報としてまとめ、本研究班の別

調査(平成 30 年度研究 4)であるヒアリング

事例のある自治体に関しては、そのヒアリ

ング事例もあわせて市町村のページから情

報公開をした。 

 

第 2 章 他分野連携好事例の手引書作成に

おける事例選定プロセス(担当：深谷太郎・

相良友哉・藤原佳典） 

研究班メンバーを中心に、自治体健康推

進部局保健師も交えてワーキング・グルー

プ（WG）を発足した。新たに「組織の継続

のためのメンテナンス」という視点を加え

て、より理解しやすくかつ一般化しやすい

手引きとなるよう議論を重ねた。 

 

第 3章 市町村保健センターの他分野・他

組織との連携推進のためのステップの提

示(担当：大澤絵里・村山洋史） 

 

平成30年度に実施した全国の保健センタ

ーを対象とした好事例へのヒアリングによ

り収集した連携の進め方について精読し、

協議した。連携に対する組織行動を、類型

化、時系列化し、その要素を抽出した。事

例に共通した要素である組織行動にネーミ

ングした。 

 

 

Ｃ．研究結果と考察 

 

第 1 章 全国の保健センターの設置状況の

把握およびウェブページによる情報公開 

(担当：大澤絵里） 

  

47 都道府県 1,896 市区町村（左記は、政令

市下の区も含む。市、特別区、町村のカウ

ントでは 1,741自治体）に、2,361の市町村

保健センターの設置が確認できた。258 市

区町村ではセンターの設置が認められず、

1,299の市区町村では 1自治体に 1センター

の設置、339 の市区町村では 1 自治体に複

数のセンターの設置があった  

設置状況を分析したところ、概ね、以下

の 3分類にわけることができる。①独立型、

②役所内型、③複合型施設内型に分類でき
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た。一方で、「保健センター」という名称の

施設を有さない市町村など、その他の類型

も散見され、完全に 3 つの分類に集約する

ことは不可能であった。 

 

第 2 章 他分野連携好事例の手引書作成に

おける事例選定プロセス(担当：深谷太郎・

相良友哉・藤原佳典） 

 

単なる事例集であれば、他自治体が活用

する際には不十分であると考えられること

から、多分野連携に関わる概念やモデルを

掲載し、また、これまでの研究者のみの議

論では十分に取り上げることができなかっ

た「ガバナンス」の概念についても、簡単

な説明を記載することとした。成果物とし

て「市町村保健センターの連携機能ヒント

集」(添付資料 1)を公表した。 

 

第 3 章 市町村保健センターの他分野・他

組織との連携推進のためのステップの提示

(担当：大澤絵里・村山洋史） 

平成30年度【研究4】のヒアリングから選

抜された市町村保健センターの推進連携の

ための要件を精査した。17自治体20事例の

連携の進め方について、類型化、時系列化

した結果、連携を進めステップとして、3

つのフェーズの中に、8つのステップ、また

連携のステップを支える2つの土台が抽出

できた。8つのステップは、「位置について

ヨーイ（用意）」「風をつかむ」「根拠を

集める」「仲間づくり」「協議組織」「ツ

ールをつくる」「育て、促す」「評価、フ

ィードバック」であった。また、それらの

ステップを可能とする土台として、「俯瞰

的立場の職員」「人材育成の意識」が抽出

された。 

D．結論 

 保健センターの設置の背景や変遷につい

て既存の資料から調査した結果、昭和 53年

開設当初よりプライマリヘルスケアの拠点

として、保健師がその専門性を発揮した施

設である。社会や時代の変化と共に、市町

村における保健活動の拠点として各種の保

健事業や、すべての住民を対象とした。こ

のことから住民主体の活動の場となったが、

その一方で、多様性と可塑性を持って活動

が展開されてきた。 

全国の保健センターの設置状況について、

ウェブ調査の結果、2,361の市町村保健セン

ターの設置が確認できた。8 割以上の市区

町村で一つ以上の保健センターを有してお

り人々の健康や生活にかかわる事業の拠点

となっていることが示唆された。保健セン

ター設置の類型は、その他の分類困難な事

例も多いが、概ね①独立型、②役所内型、

③複合施設内型の 3分類に集約された。 

市町村保健センターが他分野・他組織と

の連携を実装する際に、市町村保健センタ

ーにおける他部門・他組織との連携推進の

ためのステップは、非公式での連携から公

式の連携、その評価に至る 8 つのステップ

と、そのステップを支える 2 つの土台があ

ると示唆された。 

他分野と効果的・効率的な連携体制がみ

られる保健センター事業について横展開を

目指した成果物として「市町村保健センタ

ーの連携機能ヒント集」(添付資料 1)を作成

し、公表した。 
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